
 

代 表 質 問 の 通 告 議 員 と 要 旨 一 覧 

 

§２９番 玉 川 英 樹  （創生加古川） 

 

１．本市の防災体制について  

 （１）災害時のライフラインである水道管の耐震化の進捗状況について 

 （２）指定避難所等について 

 （３）危機管理情報システムの導入の効果と今後の運用について 

 

 

２．結婚・出産・子育ての夢がかなえられる施策について 

 （１）婚姻数や出生数を増やすための施策について 

 

 

３．本市の教育の充実について 

 （１）両荘みらい学園の「ふるさとみらい科」新設について 

 （２）両荘みらい学園の学校図書館の地域開放について 

 （３）両荘みらい学園ならではの体育祭について 

 （４）中学校部活動の地域移行について 

 （５）本市が目指す新たな教育ビジョンについて 

 

 

４．加古川まつり花火大会について 

 （１）今年度の開催内容について 

 （２）来年度の開催時期とアンケート調査の必要性について 

 

 

５．ＪＲ加古川駅周辺のまちづくり構想について 

 （１）市長が思い描く再整備に向けた基本計画の策定について 

 （２）公民連携のまちづくりについて 

 （３）公共空間のリノベーションによる新たな滞留空間の創出について 

 

 

６．各事業の採択と実施の考え方について 

 （１）事業の採択の際の説明について 

 （２）事業開始にあたっての事業期間・期限の考え方について 

 （３）事業の有期限と休止の理由の宣言について 

 （４）都市間競争による事業の実施について 

 （５）事業の実施にあたっての判断基準について 

 

 

 



 

§２４番 相 良 大 悟  （公明党議員団） 

 

１．加古川市業務継続計画の現状と課題について 

 （１）加古川市業務継続計画の現状と課題について 

 

 

２．誇りを持てるまち加古川について 

 （１）「身近な自然を活かした魅力づくり」の事業計画と期待する効果につい 

て 

 （２）「駅周辺のにぎわいづくり」の具体的な事業計画について 

 （３）「産業誘致による雇用の創出」で期待される誘致及び道路等インフラの 

整備計画について 

 

 

３．義務教育の充実について 

 （１）中学校部活動の地域移行の課題と対策について 

 （２）不登校対策の取り組み内容について 

 

 

４．ゼロカーボンシティ実現に向けた取り組みについて 

 （１）脱炭素社会推進基金を活用して考えられる取り組みについて 

 （２）脱炭素社会推進基金の規模について 

 （３）脱炭素社会推進に市民が参加できる取り組みについて 

 

 

５．シティプロモーションの取り組みについて 

 （１）かこのちゃんの活用による市のＰＲや観光振興への効果について 

 （２）大阪・関西万博に向けたアピール戦略について 

 

 

６．ウェルビーイング向上への取り組みについて 

 （１）すべての子ども・若者・子育て世代のウェルビーイング向上への取り 

組みと今後のビジョンについて 

 （２）オンライン化等行政手続の効果と今後の展開について 

 （３）学校現場における性の多様性に関する正しい知識の普及啓発について 

 （４）公共空間のリノベーションの考え方について 

 （５）帯状疱疹予防ワクチン接種費用助成の見通しについて 

 



 

§１９番 渡 辺 征 爾  （かこがわ市民クラブ） 

 

１．ウェルビーイング指標を含めた市民意識調査と活用について 

 （１）幸福感を高める相関性の高い因子の具体的な分析方法について 

 （２）市長が考えていた回答結果と市民による回答結果との比較について 

 （３）ウェルビーイング指標を含めた市民意識調査の今後における活用につ 

    いて 

 

 

２．避難所となる小中学校体育館への空調設備設置について 

 （１）先行自治体への調査研究結果について 

 （２）先行自治体への調査研究結果による本市への導入の可能性について 

 

 

３．主要事業である駅周辺と幹線道路整備について 

 （１）駅周辺と幹線道路整備といった主要事業の完成時期のイメージについ 

    て 

 （２）事業主体の異なる主要事業の一本化した情報発信について 

 

 

４．播磨圏域連携中枢都市圏の取組みと今後について 

 （１）本市における効果と人口減少対策への役割について 

 （２）取組みの必要性と今後の方向性について 

  

 

 



 

§１６番 落 合   誠  （加古川維新の会） 

 

１．義務教育の充実について 

 （１）第４期かこがわ教育ビジョン策定について 

 （２）不登校児童生徒への支援の充実について 

 （３）いじめやハラスメント防止の取り組みについて 

 （４）教職員の働き方改革について 

 

 


